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福祉用具貸与・販売事業 重要事項説明書

１ 指定福祉用具貸与・販売・住宅改修サービスを提供する事業者について

事 業 者 名 称 株式会社 SOIN（あったかホーム福祉用具）

代 表 者 氏 名 金澤 大輔

本 社 所 在 地

（連絡先及び電話番号等）
千葉県鎌ケ谷市丸山 1-1-3（電話 047-401-9971）（FAX047-401-9972）

法人設立年月日 平成 23年 3月

２ 利用者に対してのサービス提供を実施する事業所について

(1)事業所の所在地等

事 業 所 名 称 あったかホーム 福祉用具

介 護 保 険 指 定

事 業 所 番 号
1272901834

事 業 所 所 在 地 千葉県鎌ケ谷市丸山 1-1-3

連 絡 先

相 談 担 当 者 名

連絡先 047-436-8722 FAX 047-407-1580

あったかホーム福祉用具 川嶋 宏一

事業所の通常の

事業の実施地域
鎌ケ谷市・船橋市・白井市・松戸市・柏市・八千代市・習志野市・市川市

(2)事業の目的及び運営の方針

事 業 の 目 的

特定福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具貸与の事業の適正な運営を確

保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の専門相談員

が、要介護状態（介護予防にあっては要支援状態）にある高齢者に対し、

適正な特定福祉用具を提供することを目的とする。

運 営 の 方 針

特定福祉用具及び特定介護予防福祉用具貸与において、要介護状態となっ

た場合、その利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を

営むことができるよう、心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏

まえた適切な特定福祉用具/特定介護予防福祉用具の選定の援助、取付け、

調整等を行い、提供することにより、利用者の日常生活上の便宜を図ると

ともに、利用者を介護する者の負担の軽減を図ることを目的とする。本事

業実施に当たっては、市町村、地域の保健・医療・福祉サービスとの綿密

な連携に努める。

(3)事業所窓口の営業日及び営業時間

３ 事業所の職員体制

管理者 川嶋 宏一

営 業 日 月曜～金曜（ただし１２月３０日～１月３日、祝日を除く）

営 業 時 間 ８：３０～１７：３０
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職 職 務 内 容 人 員 数

管

理

者

1 従業者の管理及び利用申込に係る調整、業務の実施状況の把握その他

の管理を一元的に行います。

2 従業者に、法令等の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行いま

す。

常 勤 1名

福祉用具専門

相談員と兼務

福
祉
用
具
専
門
相
談
員

1 福祉用具貸与計画を作成し、利用者又はその家族に対して説明を行

い、利用者の同意を得たうえで、福祉用具貸与計画を交付します。指

定特定福祉用具販売の利用があるときは、特定福祉用具販売計画と一

体のものとして作成します。

2 当該計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて当該計画の変更を行

います。

3 福祉用具が適切に選定され、かつ、使用されるよう、専門的知識に基

づき相談に応じます。

4 目録等の文書を示して福祉用具の機能、使用方法、利用料等に関する

情報を提供し、個別の福祉用具の貸与に係る同意を得ます。

5 貸与する福祉用具の機能、安全性、衛生状態等に関し、点検を行いま

す。

6 利用者の身体の状況等に応じて福祉用具の調整を行うとともに、当該

福祉用具の使用方法、使用上の留意事項、故障時の対応等を記載した

文書を利用者に交付し、十分な説明を行った上で、必要に応じて利用

者に実際に当該福祉用具を使用していただきながら使用方法の指導

を行います。

7 利用者等からの要請等に応じて、貸与した福祉用具の使用状況を確認

し、必要な場合は、使用方法の指導、修理等を行います。

8 福祉用具貸与計画に記載した時期(少なくとも６月以内１回)にモニ

タリングを行い、居宅サービスの提供状況等について、居宅介護支援

事業者に報告を行います。

9 居宅サービス計画に指定福祉用具貸与が新規に必要な理由が記載さ

れるとともに、居宅介護支援専門員により、必要に応じて随時その必

要性が検討された上で、継続が必要な場合はその理由が居宅サービス

計画に記載されるように、福祉用具の適切な選定のための助言、情報

提供を行うなど必要な措置を講じます。

2名以上

事
務
職
員

介護給付費等の請求事務及び通信連絡事務等を行います。 2名以上

４ 提供するサービスの内容及び費用について

(1) 利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえ、指定福祉用具貸与の目標、当

該目標を達成するための具体的なサービスの内容、モニタリング時期等を記載した福祉用具貸

与計画を作成します。

(2) 福祉用具貸与について

固定用スロープ、歩行器（歩行車を除く）、単点杖（松葉づえを除く）及び多点杖に関して

は、福祉用具貸与又は特定福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できる対象種目です。

※ 虐待防止に向けての取り組みとして、高齢者虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的

に開催していない、高齢者虐待防止のための指針を整備していない、高齢者虐待防止のための
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年１回以上の研修を実施していない又は高齢者虐待防止措置を適正に実施するための担当者を

置いていない事実が生じた場合は、上記金額の 99/100 となります。

※ 業務継続に向けての取り組みとして、感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画

が未策定の場合、かつ、当該業務継続計画に従い必要な措置が講じられていない場合、上記金

額の 99/100 となります。

(3) お支払い方法

① 銀行口座からの自動引落（福祉用具貸与サービスに限る）

銀行口座からの自動引落は、基本的にはご利用月翌月の 27 日前後になります。

当事業者からの請求書は利用月翌月に郵送いたします。

ご利用方法

イ．契約時にお渡しする銀行自動引落申込用紙のご記入と、お届印のご捺印をお願いしま

す。

ロ．ご記入、ご捺印いただいた申込用紙を、当事業者から銀行提出します。

ハ．提出後、手続終了の通知が当事業者に届きます。その通知を受けて、当事業者からの

請求書に引落開始のご案内を同封します。その月からの引落となりますので、口座残

高の確認をお願いします｡

② 銀行振り込みでのお支払い

千葉銀行の振込先を請求書に記載しますので銀行窓口にてお支払い下さい。

※お振込み時に発生する手数料はお客様負担となります。

③ 上記の料金は、「法定代理受領（現物給付）」の場合について記載しています。居宅サービス計画

を作成しない場合など、「償還払い」となる場合には、一旦利用者が利用料を支払い、その後市町村

に対して保険給付分を 請求することになります。

※介護保険給付対象外のサービスとなる場合（サービス利用の一部が区分支給限度基準額を超

える場合を含む）には全額自己負担となります。介護保険給付対象外のサービスとなる場合に

は、居宅サービス計画を作成する際に居宅介護支援専門員から説明のうえ、利用者の同意を得

ることになります。

④ 現金支払い

特定福祉用具販売・※住宅改修工事については基本的に現金でのお支払いとなります。

※住宅改修は規模により振込み、もしくは引き落としとなります。

(4) その他の費用について

1 通常の実施地域

外の交通費

利用者の居宅が、通常の事業の実施地域以外の場合、運営規程の定めに基
づき、交通費の実費を請求します。
なお、自動車を使用した場合は次のとおり請求いたします。

・事業所から 1キロメートルあたり 20 円

2 特別搬出入費
搬入に特別な措置が必要な場合（クレーン車使用など）の費用は、その実
費を徴収します。
なお、通常の搬出入の場合は、費用請求はしません。
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５ キャンセル

(1)利用者がサービスの利用の中止をする際には、速やかに所定の連絡先までご連絡ください。

電話：０４７－４３６－８７２２ FAX：０４７－４０７－１５８０

※利用者の中に同姓同名の方もいらっしゃいますので居住の町名とお名前をお伝え願います。

(2) キャンセル料金は頂きません。

６ サービスの利用方法

(1)サービスの利用開始

当事業者の職員が対応させていただきます。契約した後、サービスの提供を開始します。

(2)サービスの終了

① 利用者の都合でサービスを終了する場合 サービスを終了する１週間前までに文書でお申し

出ください。いつでも解約できます。

② 当事業者の都合でサービスを終了する場合 人員不足等やむを得ない事情により、サービス

の提供を終了させていただく場合があります。その場合は、終了１ケ月前までに文書で通知す

るとともに、他の事業者を紹介し、介護サービスに支障のないようにします。

③ 自動終了 以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了します。

・利用者が長期で介護保険施設等に入居した場合

・利用者が死亡した場合もしくは被保険者資格を喪失した場合。

(3)その他

当事業者が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場合利用者やその家

族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合、又は 当事業者が破産した場合は、利用

者やその家族は文書で解約通知することによって、即座にサービスを終了することができます。

利用者が正当な理由なく事業者に支払うべき利用者負担金の支払いを 3ヵ月以上遅延し、さら

に督促から 10 日以内に支払いが無い場合には契約を解除した上で、未払い分をお支払いただく

事があります。

７ 料金計算方法は以下のとおりです。

○貸与開始月の計算は次のようになります。

開始日が開始月の１日～１５日の場合は１カ月分となります。

開始日が開始月の１６日～月末日の場合は半月分となります。

○貸与終了月の計算は次のようになります。

終了日が終了月の１日～１５日の場合は半月分となります。

終了日が終了月の１６日～月末日の場合は１カ月分となります。

○貸与決定後の開始月内解約は使用期間に関わらず１カ月分となります。

※月途中で保険者変更した場合について

それぞれの保険者への請求分の自己負担割合に応じてのご請求となりますが

所定の１カ月分のレンタル費用は超過致しません。
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新規貸与の場合、納品後１週間のお試し期間を設けています。

○お試し期間内にキャンセルの場合、料金は頂きません。

○新規貸与が決定した場合、納品日を貸与開始日とさせていただきます。

（参考）

〇介護保険の対象となる福祉用具は以下のとおりです。

なお、※は要介護２以上、☆は要介護４以上の方がご利用いただけます。

これは、自立を支援する観点から利用できる品目が限られているためです。

・手すり（据え置き型など工事を伴わないもの）

・スロープ（工事を伴わないもの）（固定用）

・歩行器・歩行車 ・歩行補助杖（松葉づえ、多点杖など）

・自動排泄処理装置（尿のみ自動吸引するもの）

※車いす（自走式車いす、電動車いすなど）

※車いす付属品（クッション、電動補助装置など）

※特殊寝台 ●開始 ◆終了

※特殊寝台付属品（サイドレール、マットレスなど）

※床ずれ防止用具（エアマットなど）

※体位変換器

※認知症老人徘徊感知機器

※移動用リフト（つり具部分を除く）

☆自動排泄処理装置（便を自動吸引する機能があるもの）

〇指定特定福祉用具販売の種目は以下のとおりです。

・腰掛便座 自動排泄処理装置の交換可能部品

（専用パッド、洗浄液等及び専用パンツ、専用シーツ等は除く）

・入浴補助用具

（入浴用椅子、浴槽用手すり、浴槽内椅子、入浴台、浴室内すのこ、浴槽内すのこ、入浴

用介助ベルト）

・簡易浴槽

・移動用リフトのつり具の部分

※介護保険の適用を受けた場合は、法律で定められたご利用者負担額(福祉用具貸与サービス契約書
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ご負担額欄記載金額)をお支払いいただきます。なお、介護保険の適用を受けられない場合は、サー

ビス利用料金の全額がご利用者負担となります。介護保険の月額利用の上限金額を超える場合は、

超えた金額のみ全額ご利用者負担となります。

※上記のスロープ（工事を伴わない固定用のもの）・歩行器・歩行車 ・歩行補助杖（松葉づえ、多

点杖などに関しては福祉用具貸与又は特定福祉用具販売のいずれかをご利用者が選択することがで

きます。選択に当たっては医師 専門職 ケアマネジャーの意見や提案をもとに情報提供いたしま

す。

８ サービスの提供にあたって

（1）サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要介護

認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の住所などに

変更があった場合は速やかに当事業者にお知らせください。

（2）利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行

われるよう必要な援助を行います。また、居宅介護支援が利用者に対して行われていない等

の場合であって、必要と認められるときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも利用者が

受けている要介護認定の有効期間が終了する 30 日前にはなされるよう、必要な援助を行うも

のとします。

（3）福祉用具専門相談員に対するサービス提供に関する具体的な指示や命令は、すべて当事業者

が行いますが、実際の提供にあたっては、利用者の心身の状況や意向に充分な配慮を行いま

す。

（4）選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、福祉用具専門相談員が、福祉用具貸与又は特定

福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できることについて、利用者等に対し、メリット及

びデメリットを含め十分説明を行うこととするとともに、利用者の選択に当たって必要な情

報を提供すること及び医師や専門職の意見、利用者の身体状況等を踏まえ、提案を行うもの

とします。

（5）福祉用具貸与計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居宅サービス計

画の内容に沿って作成します。

（6）福祉用具貸与計画の作成にあたり、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、

利用者の同意を得ます。

（7）福祉用具貸与計画は、利用者に交付します。

（8）福祉用具貸与計画の作成後、福祉用具貸与計画に記載した時期(少なくとも６月以内１回)に

モニタリングを行い、当該計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて当該計画の変更を行

います。

９ 身体的拘束等について

事業者は、原則として利用者に対して身体的拘束等を行いません。ただし、自傷他害等のおそれ

がある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられ、以下の(1)

～(3)の要件をすべて満たすときは、利用者に対して説明し同意を得た上で、必要最小限の範囲内で

身体的拘束等を行うことがあります。その場合は、態様及び時間、利用者の心身の状況、緊急やむ

を得ない理由、経過観察並びに検討内容についての記録し、５年間保存します。
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また事業者として、身体的拘束等をなくしていくための取り組みを積極的に行います。

（1）切迫性･･････直ちに身体的拘束等を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体に危

険が及ぶことが考えられる場合。

（2）非代替性････身体的拘束等以外に、代替する介護方法がない場合。

（3）一時性･･････利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなれば、直

ちに身体的拘束等を解く場合。

10 介護保険における住宅改修

(1) 住宅改修の概要

要介護者等が、自宅に手すりを取付ける等の住宅改修を行おうとするとき 、必要な書類（住宅改修

が必要な理由書等）を添えて、申請書を提出し、工事完成後、領収書等の費用発生の事実がわかる

書類等を提出することにより、実際の住宅改修費の９割相当額が支給される。

なお、支給額は、支給限度基準額（20万円）の 9割（18万円）が上限となる。

※厚生労働省が定める額を上限として、ケアマネージャー・工務店と連携をとり改修費の支給申請

に必要な手続きを行います。

(2) 住宅改修の種類

1 手すりの取付け

2 段差の解消

3 滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又は通路面の材料の変更

4 引き戸等への扉の取替え

5 洋式便器等への便器の取替え

6 その他前各号の住宅改修に付帯して必要となる住宅改修

(3)支給限度基準額２０万円・要支援、要介護区分にかかわらず定額・ひとり生涯２０万円までの

支給限度基準額だが、要介護状態区分が重くなったとき（３段階上昇時 、また、転居）した場合は

再度２０万円までの支給限度基準額が設定される。

※利用者の負担割合について

・領収日（領収書記載日）時点の利用者負担割合に基づきます。

受領委任払いの場合は特に慎重にご確認の上、1割から 3割の利用者負担を徴収致します。

・有効期間は 8月 1日～翌 7月末です。毎年更新がありますのでご注意ください。

・居住前（入退院 入所 転居前）等に住宅改修を行うことは可能ですが、改修後の住居に何かし

らの理由で利用者本人が居住することができない場合は住宅改修費の支給がなされずに全額自己負

担となります。

・本人に合った取付けが難しい、またはできない場合があります。

11 個人情報保護方針

あったかホーム・株式会社 SOIN（以下「当社」といいます。）は、ご利用者様からの信頼を第一と

考え、ご利用者様個人に関わる情報を正確、かつ機密に取り扱うことは、当社にとって重要な責務

であると考えております。

そのために、ご利用者様の個人情報に関する「個人情報保護方針」を制定し、個人情報の取り扱い
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方法について、全社員及び関連会社への徹底を実践してまいります。その内容は以下の通りです。

なお、既に当社で保有し利用させて頂いている個人情報につきましても、本方針に従ってご利用者

様の個人情報の取り扱いを実施致します。

個人情報の取り扱いについて

（1）個人情報の取得

当社は個人情報を適法かつ公正な手段により収集致します。ご利用者様に個人情報の提供をお願い

する場合は、事前に収集の目的、利用の内容を開示した上で、当社の正当な事業の範囲内で、その

目的の達成に必要な限度において、個人情報を収集致します。

（2）個人情報の利用および共同利用

当社がお預かりした個人情報は、個人情報を頂いた方に承諾を得た範囲内で、また収集目的に沿っ

た範囲内で利用致します。利用目的については、以下の「利用目的の範囲」の内、当社の正当な事

業の範囲内でその目的の達成に必要な事項を利用目的と致します。

●利用目的の範囲について

・業務上のご連絡をする場合

・当社が取り扱う商品及びサービスに関するご案内をする場合

・ご利用者様からのお問い合せまたはご依頼等への対応をさせて頂く場合

・その他、ご利用者様に事前にお知らせし、ご同意を頂いた目的の場合

●上記目的以外の利用について

上記以外の目的で、ご利用者様の個人情報を利用する必要が生じた場合には、法令により許される

場合を除き、その利用について、ご利用者様の同意を頂くものとします。

（3）個人情報の第三者提供

当社は、ご利用者様の同意なしに第三者へご利用者様の個人情報の提供は行いません。但し個人情

報に適用される法律その他の規範により、当社が従うべき法令上の義務等の特別な事情がある場合

は、この限りではありません。

(4）個人情報の開示・修正等の手続

① ご利用者様からご提供頂いた個人情報に関して、照会、訂正、削除を要望される場合は、お問い

合わせ先窓口までご請求ください。当該ご請求が当社の業務に著しい支障をきたす場合等を除き、

ご利用者様ご本人によるものであることが確認できた場合に限り、合理的な期間内に、ご利用者様

の個人情報を開示、訂正、削除致します。

② 個人情報の保護に関する法令・規範の遵守について

当社は、当社が保有する個人情報に関して適用される個人情報保護関連法令及び規範を遵守します。

また本方針は、日本国の法律、その他規範により判断致します。本方針は、当社の個人情報の取り

扱いに関しての基本的な方針を定めるものであり、当社は本方針に則って、個人情報保護法等の法

令・規範に基づく個人情報の保護に努めます。

③ 個人情報の安全管理措置について

当社は、個人情報への不正アクセス、個人情報の紛失、破壊、改ざん、漏えい等から保護し、正確

性及び安全性を確保するために管理体制を整備し、適切な安全対策を実施致します。個人情報を取

り扱う事務所内への部外者の立ち入りを制限し、当社の個人情報保護に関わる役員・職員等全員に

対し教育啓発活動を実施するほか、管理責任者を置き個人情報の適切な管理に努めます。

④ 継続的な改善について

当社は、個人情報保護への取組みについて、日本国の従うべき法令の変更、取り扱い方法、環境の

変化に対応するため、継続的に見直し改善を実施致します。

※個人情報の取り扱いについては、以上をご説明させていただきご理解を得たものとして、重要事

項説明書の説明同意署名とさせていただきます。
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12 事故発生時の対応方法について

利用者に対する指定福祉用具貸与の提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族、利

用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。

また、利用者に対する指定福祉用具貸与の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償

を速やかに行います。

なお、事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。

保険会社名 あいおいニッセイ同和損保

保険名 賠償責任保険

補償の概要 支払限度額 身体賠償 1億円 財産賠償１千万

人格権侵害保障・経済的損害補償・管理財物保証・事故対応費用保障・対人見舞費用保障・使用

不能損害補償

13 身分証携行義務

福祉用具専門相談員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者または利用者の家族から提示

を求められた時は、いつでも身分証を提示します。

14 心身の状況の把握

指定福祉用具貸与の提供に当たっては、居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通

じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利

用状況等の把握に努めるものとします。

貸与・販売した品目についてはそのサービス内容や目標の達成について実地状況を把握（モニタニ

ング）する時期を福祉用具貸与計画書に明記致します。

モニタニングの記録については担当のケアマネジャーへ情報提供 報告をさせていただきます。販

売、購入の場合は利用者等からの要請等に応じて、福祉用具の使用状況を確認

し、必要な場合は、使用方法の指導や修理等を行うよう努める。

○ 利用者に対し、商品不具合時の連絡先を情報提供する。

15 居宅介護支援事業者等との連携

1 指定福祉用具貸与の提供に当り、居宅介護支援事業者及び保健医療サービスまたは福祉サー

ビスの提供者と密接な連携に努めます。

2 サービスの内容が変更された場合またはサービス提供契約が終了した場合は、その内容を記

した書面またはその写しを速やかに居宅介護支援事業者に送付します。

16 サービス提供の記録

1 指定福祉用具貸与の実施ごとに、その貸与の開始日及び終了日、種目及び品名、利用料、福

祉用具の使用状況（修理、点検結果等を含みます。）等についての記録を行うこととし、その

記録はサービス提供の日から 2年間保存します。

2 利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求する

ことができます。
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17 衛生管理等

1 従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。

2 事業所の設備及び備品について、衛生的な管理に努めます。

3 上記の福祉用具の保管又は消毒に係る業務は、提携する卸業者に委託して行います。また、

当該委託先事業者の業務の実施状況について定期的（概ね 6月ごと）に確認し、その結果等

を記録します。

18 サービス提供に関する相談、苦情対応

苦情申立の窓口

【事業者の窓口】

あったかホーム 福祉用具

所 在 地 千葉県鎌ケ谷市丸山 1-1-3

電話番 047-436-8722 ﾌｧｯｸｽ番号 047-407-1580

受付時間 8:30～17:30

Email: ahomefukushi@gmail.com

船橋市介護保険課

〒273-8501 千葉県船橋市湊町 2-10-25

電話：047-436-2302 FAX：047-407-3307

受付時間 9:00～17:00

鎌ヶ谷市

健康福祉部 高齢者支援課 介護保険係

〒273-0195 千葉県鎌ケ谷市新鎌ケ谷二丁目 6番 1

号 総合福祉保健センター 2階

電話：047-445-1380 FAX：047-443-2233

受付時間 9:00～17:00

白井市

福祉部 高齢者福祉課 介護保険班

〒270-1492 千葉県白井市復 1123 番地

電話：047-492-1111 FAX：047-491-3510

受付時間 9:00～17:00

松戸市 福祉長寿部 介護保険課

千葉県松戸市根本 387 番地の 5 本館 1階

電話：047-366-7370 FAX：047-363-4008

受付時間 8:30～17:00

柏市 高齢者支援課

柏市柏5丁目 10 番 1号（本庁舎別館 2階）

電話：04-7168-1996 FAX：04-7167-1282

受付時間 8:30～17:15

八千代市 長寿支援課

〒276-8501 千葉県八千代市大和田新田 312-5

電話番号： 047-483-1151 (代表)

受付時間 8:30～17:00

習志野市 介護保険課

〒275-8601千葉県習志野市鷺沼2丁目1番1号 電

話番号： 047-451-1151 (代表)

受付時間 8:30～17:00

市川市 福祉部 介護福祉課

〒272-850 千葉県市川市南八幡 2丁目 20 番 2号

管理グループ

電話：047-712-8540 FAX：047-712-8733

【公的団体の窓口】

千葉県運営適正化委員会

所在地 千葉市中央区千葉港４番 3号

千葉県社会福祉センター内

福祉サービス利用者サポートセンター

電話番号 043-246-0294

FAX 043-204-6013

利用時間 9:00～17:00

Eﾒｰﾙ： supportf@orion.ocn.ne.jp
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19 重要事項説明の年月日

この重要事項説明書の説明年月日 令和 年 月 日

上記内容について、「千葉県指定居宅サービス事業者の指定並びに指定居宅サービス

等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」の規定に基づき、利用者

に説明を行いました。

事

業

者

所 在 地
千葉県鎌ケ谷市丸山 1-1-3

法 人 名
株式会社 SOIN

代 表 者 名 金澤 大輔

事 業 所 名
あったかホーム 福祉用具

説明者氏名 川嶋 宏一

上記内容の説明を事業者から確かに受けました。

ご利用者様

住 所

氏 名

代筆の場合の代筆者氏名

（ご利用者様との続柄等）

続

柄


